
45品目30％【Ⅰ】 単位：百万円/年

静脈物流 全体管理

国民 事業所 自治体 家電販売店 物流事業者
素材メーカー
部品メーカー

組立メーカー
指定

再資源化機関

リサイクル制度準備費 -1,914 ※設備投資は減価償
却費として計上

事務所・設備関連費、会
社設立諸経費発生（－）

初期投資
-1,914

普及啓発・広報費
普及啓発・広
報費発生（－） -391

普及啓発・広報費
発生（－）

初期投資
-391

収集運搬費 -4,052 -4,052

輸送費 -571 -571

保管費
保管費用発生
（－） -366 -366

中間処理費・有用金属回収費 -3,268

システム運営・管理費 -88 -88

委託料支出 -4,426 -4,426

廃棄物処理・処分コスト削減
（有害物質処理コスト削減も含む）

廃棄物処理委
託費削減（＋） 2,123

廃棄物処理委
託費削減（＋） 2,123

販売収入
新たな販売機
会の発生（＋） 6,246 6,246

委託料収入 986 4,426

金属資源の安定供給効果
金属の安定供
給効果（＋） （＋）

最終処分場延命効果
最終処分場延
命効果（＋） （＋）

TMR削減効果
TMR削減効果
（＋） （＋）

（定性的効果）
有害物質による環境・健康影響改善効果

環境リスク削減
効果（＋） （＋）

雇用・所得
の変化

雇用創出による所得の変化
所得の増加
（＋）

賃金支出の増
加（－）

賃金支出の増加
（－）

賃金支出の増加
（－） 0

補助金の変化 補助金（－） 補助金（＋） 0

税金の変化
法人税（＋）
所得税（＋）

所得税（－）
法人住民税（＋）
所得税（＋）

法人税（－）
法人住民税（－） 0

（－） （＋） （＋）
初期投資：-2,305
経常：-1,929

（＋／－） 49 0 0 1,732 （＋）

凡例：　　　　＋　便益の増加　　　　－　便益の減少　　　　　＋/－　増加も減少もあり得る場合　　 ※合計欄については、数値化（金額換算）された項目の合計を記載。

（定量的効果）

補助金（＋）

法人税（－）
法人住民税（－）

合計 172

賃金支出の増加（－）

便益の変化
（直接的便益）

3,440

金属ユーザー
合計

リサイクル事業者

費用の変化 ※設備投資は減価償却費とし
て計上

-3,268

項目

主体　

国
排出者・製品ユーザー 小型電気電子機器回収 中間処理・金属回収



45品目5％【Ⅰ】 単位：百万円/年

静脈物流 全体管理

国民 事業所 自治体 家電販売店 物流事業者
素材メーカー
部品メーカー

組立メーカー
指定

再資源化機関

リサイクル制度準備費 -1,914 ※設備投資は減価償
却費として計上

事務所・設備関連費、会
社設立諸経費発生（－）

初期投資
-1,914

普及啓発・広報費
普及啓発・広
報費発生（－） -391

普及啓発・広報費
発生（－）

初期投資
-391

収集運搬費 -1,337 -1,337

輸送費 -126 -126

保管費
保管費用発生
（－） -121 -121

中間処理費・有用金属回収費 -770

システム運営・管理費 -88 -88

委託料支出 -1,071 -1,071

廃棄物処理・処分コスト削減
（有害物質処理コスト削減も含む）

廃棄物処理委
託費削減（＋） 354

廃棄物処理委
託費削減（＋） 354

販売収入
新たな販売機
会の発生（＋） 1,016 1,016

委託料収入 260 1,071

金属資源の安定供給効果
金属の安定供
給効果（＋） （＋）

最終処分場延命効果
最終処分場延
命効果（＋） （＋）

TMR削減効果
TMR削減効果
（＋） （＋）

（定性的効果）
有害物質による環境・健康影響改善効果

環境リスク削減
効果（＋） （＋）

雇用・所得
の変化

雇用創出による所得の変化
所得の増加
（＋）

賃金支出の増
加（－）

賃金支出の増加
（－）

賃金支出の増加
（－） 0

補助金の変化 補助金（－） 補助金（＋） 0

税金の変化
法人税（＋）
所得税（＋）

所得税（－）
法人住民税（＋）
所得税（＋）

法人税（－）
法人住民税（－） 0

（－） （＋） （＋）
初期投資：-2,305
経常：-983

（＋／－） 13 0 0 -143 （＋／－）

凡例：　　　　＋　便益の増加　　　　－　便益の減少　　　　　＋/－　増加も減少もあり得る場合　 ※合計欄については、数値化（金額換算）された項目の合計を記載。

（定量的効果）

811

賃金支出の増加（－）

41

法人税（－）
法人住民税（－）

合計
中間処理・金属回収 金属ユーザー小型電気電子機器回収

リサイクル事業者

合計

費用の変化

便益の変化
（直接的便益）

補助金（＋）

項目

排出者・製品ユーザー

-770

国

主体　

※設備投資は減価償却費とし
て計上
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